
特会 2

別冊

仕 様 書

1.委託業務題目
原子力に関する副読本等の普及
<本業務は、文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁との共同業務である>

2.委託業務の目的
国民の原子力に関する理解を深めるためには、国民一人一人が原子力を含めたエネルギー
について、正しい知識に基づき、自ら考え、判断するための環境を整備し、学校教育の場な
どで、原子力についてエネルギーや環境、科学技術や放射線等幅広い観点から総合的にとら
え、適切な形で学習を進めることが重要である。
本業務においては、学校等を対象に文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁が制作した
小学生と中学生向けの原子力に関する副読本とカリキュラム・ワークシー ト (以下「副読本
等」という。)を使用する授業への支援を実施し、原子力を含めたエネルギーに対する知識の
習得、思考力・判断力を育成するための環境を整備することにより、原子力に対する理解の
促進を図る。

3.委託業務の内容
(1)支援対象者
学校等
・小学校、中学校、特別支援学校
(2)実施校数
50校以上

(3)支援の実施
授業への支援にあたっては、以下の点に留意し、より多くの学校が授業への支援を受
け、副読本等を使用した授業を行えるよう工夫すること。
1)授業への支援
・ 支援は、副読本等を使用する授業を対象とすること。
・ 授業には、副読本等の印刷や指導方法等の専門家招聘の費用などの財政面、副
読本等の印刷や専門家との調整等の実施面の支援を行うこと。
・ 参加している担当教諭が原子力を含めたエネルギーに関する教育についての意
見交換等を行う交流の場を設けること。
・ 参加している担当教諭が各校の地域 (都道府県等)における原子力を含めたエ
ネルギーをテーマにしたセミナーや教育委員会及び教育センター等が主催する教
育職員向けのセミナー等で授業内容の発表を実施する場を設けること。
J 授業の選定に当たつては、全国にバランス良く、効率的・効果的に行うこと.
・ 授業への支援を受けた学校等に対し、疑問点の解決等のための積極的なアフタ
ーフォローを行うこと。
・ 上記の実施にあたっては、両省庁と協議すること。
2)実践事例の収集
]支 援した授業について、平成20年告示及び平成21年告示により改訂された
学習指導要領や副読本等との対応関係を明示した授業実践事例集を作成すること。
・ 上記の実施にあたっては、両省庁と協議すること。
3)副読本等のデータ更新作業
口 副読本等 (①副読本 (児童用)、 ②副読本 (生徒用)、 ③教師用指導書 (児童
用)、 ④教師用指導書 (生徒用)、 ⑤ワークシート(児童用)、 ⑥ワークシート
(生徒用)、 ⑦教師用ワークシート (カ リキユラム付き、児童用)、 ③教師用ワ
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―クシート (カ リキュラム付き、生徒用)の年表やグラフ等について、最新のデ
ータに更新するとともに、アンケート、実践事例年における意見を集約・検討し、
両省庁の指示する事項について修正すること.

(4)授業の選定
外部有識者で構成する支援する授業の選定委員会を設置し、選定基準の検討や支援す
る授業の選定を行うこと。
なお、外部有識者の選定にあたっては、両省庁と協議すること。
(5)周知活動
支援への応募の促進を図るため、都道府県」市区町村教育委員会、学校、各学校長会、
各教科教育学会、各教科教育研究会、教育職員等に対し、直接的な周知活動やマスメデ
ィアを活用した周知活動を行うこと.
また、副読本等の普及を図るため、副読本等の内容や実践事例等について、都道府県・
市区町村教育委員会、学校、各学校長会、各教科教育学会、各教科教育研究会、教育職
員等に対し、直接的な周知活動やマスメディアを活用した周知活動を行うとともに、両
省庁が実施する他の原子カロエネルギー教育支援事業についても合わせて周知を図るこ
と。
なお、上記の実施にあたっては、両省庁と協議すること。
(6)業務評価の実施
別添『原子力・エネルギー教育支援事業における業務評価」に従い、外部有識者で構
成する業務評価委員会を設置し、事前 じ中間・事後に業務の実施内容や支援を受けた学
校等の意見について検討や検証を行い、本業務による理解促進に係る効果や今後の課題
等の評価・意見を行う。
また、評価に必要となる支援の実施内容や副読本等、原子力・エネルギー教育支援事
業等に対する支援を受けた学校等の意見については、アンケート等により把握すること。
なお、外部有識者の選定にあたっては、両省庁と協議すること。
(7)副読本等の納入及び業務評価報告書の提出
1)副読本等
形  態 :紙媒体及び電子媒体
部  数 :(D2Э⑥…両省庁へ紙蝶体で400部、電子媒体で1式

③CCて)…両省庁へ紙媒体で100部、電子媒体で.1式
納入期限 :平成24年 3月 31日
2)業務評価報告書
形  態 :電子媒体
部  数 :両省庁へ電子媒体で1式
提出期限 :平成24年 3月 31日

4.委託業務実施期間
平成23年 4月 1日から平成24年 3月 31日 まて

5。 応札者に求める要求要件
(1)要求要件の概要
① 本委託業務に係る応札者に求める要求要件は、「 (2)要求要件の詳細」に示す
とおりである。
② 要求要件は必須の要求要件と必須以外の要求要件がある。
③ 『キ」の付してある項目は必須の要求要件であり、最低限の要求要件を示してお
り、技術審査においてこれを満たしていないと判断がなされた場合は不合格として'

落札決定の対象から除外される。
④ 必須以外の要求要件は、満たしていれば望ましい要求要件であるが、満たしてい
なくても不合格とならない。
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6.無償貸付を行える物品
無し。

⑤ これらの要求要件を満たしているか否かの判断及びその他提案内容の評価等は、
技術審査委員会において行う。なお、総合評価落札方式に係る評価基準は別添の総
合評価基準に基づくものとする。

(2)要求要件の詳細
総合評価基準の「評価項目及び得点配分基準」と同様.

7

8

守秘義務
受託者は、本委託業務の実施で知り得た非公開の情報を如何なる者にも漏洩してはならな
い.
受話者は、本委託業務に係わる情報を他の情報と明確に区別して、善良な管理者の注意を
もって管理し、本委託業務以外に使用してはならない。

その他
この仕様書に記載されていない事項、または本仕様書について疑義が生じた場合は、両省
庁と適宣協議を行うものとする。
本委託業務の実施に当たつては、会計に関する法令に定めるほか、科学技術 B学術政策局、
研究振興局及び研究開発局委託契約事務処理要領により適切に実施しなければならない。



別添

原子カロエネルギー教育支援事業における業務評価

【評価の目的】
原子力・エネルギー教育支援事業においては、本事業が、より効率的・効
果的となる事業の改善を図るため、業務レベルでの客観性を確保した定量
的 “定性的な総合評価を実施する。

【業務評価委員会の設置】.

業務評価の客観性を確保するため、原子力、学校教育、コミュニケーショ
ン、経営饉運営他の外部有識者からなる業務評価委員会を設置する。
そのうち1名を委員長とし、評価 "意見等の調整を図る。

【評価の実施段階】
1.事前評価
0実施対象に対する直接的事業務実施の前に実施する。
O業務計画、成果目標、評価指標、想定される促進・阻害要因や発現効果
などについて検証する。
O必要に応じて、契約の変更を生じない範囲での業務計画・業務評価の実
施|こ係る見直しについて意見を行う。
2.中間評価  .
0業務計画に照ら。し、中間となる時期に実施する。
○業務の実施状況の把握 ,分析を行い、計画の妥当性、進捗状況、成果目
標の達成見込み、促進 "阻害要因などについて検証する。
O必要に応じて、業務計画・業務評価の実施に係る見直しについて意見を ,

行う。                   ・・

3.事後評価
・ 〇実施対象に対する直接的な業務実施の後、業務実施期間内に実施する。
O業務の実績の把握 "分析を行い、促進・阻害要因を含め、評価の視点か
・ら定量的・定性的に評価しtその評価を踏まえ総合的に評価する。
O評価結果から目的、成果、方法など業務の今後のあり方について、評価
結果の活用 贅反映による改善の検討に資する意見を行う。

【評価の視点】
1.妥当性             ′ ・
学校教育の場などにおける、原子力の理解促進策としての整合性や二―
ズに対する必要性、問題への解決策としての適切性などについて評価。
2`有効性
成果目標の達成度について評価。



3.効率性
成果目標の達成に対する手法として、実施内容と成果の関係における経
済性・適正性について評価.
4.F「象性・持続性
原子力の理解促進、原子力を含めたエネルギー教育の実施やその持続、
地球温暖化への対応や長期的な三ネルギー確保などエネルギー・環境問題
への興味日関心の波及など、発現した効果について評価。

【評価の指標】           
・

.

目的 口成果の達成度や効果の発現に向け、設定した評価指標により直接的
な業務実施の前から後まで継続的に測定し、実績にかかる一貫性のある情報

・

を収集する。
評価指標は、統一的事項及び業務の内容に応じた指標を設定する。
《統一的事項》・ 1.原子力の理解促進 '
2・.原子力を含めたエネルギー教育の実施
・ 3.原子力を含めたエネルギー教育の実施の持続
4.地球温暖化への対応や長期的なエネルギー確保などエネルギー.・ 環境
問題への興味・関心の波及

【評価の方法】

事後評価では、評価の視点それぞれについて「abc」 の3段階で個別に
評価し、その結果をもとに「ABCD」 の4段階で総合的に評価する。

個別評価は、以下の基準により実施する。
評価は、委員それぞれが実施し、取りまとめた結果、最も多い評価を評価
結果として採用する。・

なお、評価結果が同数となつた場合には、委員会にて検討の上、委員長が
裁定して評価結果を決定する。             _
1.妥当性

・

a:整合性、必要性、適切性などが認められる。
b:整合性、必要性、適切性などに一部問題がある。
c:整合性、必要性、適切性などに重大な問題がある。
2.有効性
a:成果目標の100%以上
b:成果目標の80%以上 10・ 0%未満
c:成果目標の80%未満
3.効率性
a:計画の80%以下
b:計画の80%超」00%以下



o:計画の100%超
4,F「象性 "持続性
a:理解促進、教育実施と持続可能性、波及などの効果が認められる。
b:理解促進、教育実施などの効果が認められる。
o:理解促進や教育実施の可能性などの効果が認められる

・
。

総合評価は、上記の個別評価の結果をもとにフローチャートに従って実施
する。
フローチヤートは、別紙「原子力“エネルギー教育支援事業業務評価 総
合評価フローチャート」を参照.

【評価の手順】 `

1.入札 D技術審査でのプレゼンテーションの実施
・0提案書類に業務評価委員案 (経歴や選定理由を明記)や評価指標 (説明
を明記)、 評価の時期 (事前、中間、事後それぞれに明記)な

°
どを記載

し、技術審査ではそれらを具体的に議明すること。
2)委託契約後、両省庁と協議の上、

・
業務評価委員を決定

3.業務評価委員会 (事前評価)を開催。
O委員に対して、業務事前評価書 (別紙様式 1)により、本評価概要、業
務計画、評価指標などを説明するとともに、業務事前評価書の承認を得
`る。
O委員会の承認を得た業務事前評価書を委員会の議事録と合わせて文部科
学省に提出する。
4.業務評価委員会 (中間評価)を開催
0委員に対して、業務中間評価書 (別紙様式2)により、業務実施状況 "
計画などを説明するともに、業務中間評価書の承認を得る。
O委員会の承認を得た業務中間評価書を委員会の議事録と合わせて文部科
・
学省に提出する。

5。 業務評価委員会 (事後評価)の開催
0委員に対して、業務事後評価書 (別紙様式3)、 その他資料により、業
務実績や自ら行った個別評価の結果などを説明すること。
O委員の評価シート (別紙様式4)を取り纏め総合評価シード

・
(別紙様式

5)を作成して委員長の7解を得るとともに、評価結果や意見‐を取り纏
めて業務評価報告書 (別紙様式6)を作成する。
6,業務評価報告書の提出                

・
.

0作成した業務評価報告書について、委員の承認を得た上で、業務実績報
告書と合わせて文部科学省に提出する。
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原子力・エネルギー教育支援事業業務評価 総合評価フローチャート
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業務事前評価書

1。 委託業務の題目

2。 委託業務の実施機関

3.委託業務の計画
添付資料「業務計画書」参照。

4.委託業務の実施における外的要因
4-1 促進要因 ・
4-2 阻害要因

5。 委託業務の評価指標

6.委託業務の実施により発現が期待される効果
6-1 原子力の理解促進
6=2 原子力を含めたエネルギー教育の実施
6-3 原子力を含めたエネルギー教育の実施の持続
6-4・ 地球温暖化への対応や長期的なエネルギー確保などエネルギー・・環
境問題への興味 '関心の波・及      .′ ・

6-5 その他

7.委託業務の計画 囀評価の実施に対する意見

8.委託業務の評価の今後の計画

【添付資料】
・仕様書
・提案書類
・業務計画書
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業務中間評価書

1.委託業務の題目

2`委託業務の実施機関

3,委託業務の実績と実施内容の確認
3-1 委託業務の実施状況
3=2 経費の執行状況
3-3 成果目標の達成状況
3-4 評価指標の達成状況
3-5 効果の発現状況

4.各視点の評価の結果
4-1 妥当性 :.
4-2 有効性 :

4-3 効率性 :

4-4 印象性・持続性 :

5..委託業務の実施における外的要因
5-1 効果の発現を促進した要因
.(1)計画の内容に関すること
(2)実施の内容に関すること
5-2'効果の発現を阻害した要因
(1)計画の内容に関すること
(2)実施の内容に関すること .

6。 中間評価の結果

7,委託業務の実績、今後の計画の実施に対する意見

8.委託業務の評価の今後の計画

【添付資料】
`業務計画書 .
・事前評価書
《その他、実績や分析などを示す資料を添付。》
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業務事後評価書

1.委託業務の題目

2.委託業務の実施機関

3.委託業務の実績.

3-1 委託業務の実績
3-2 経費の実績・
3-3 成果目標の達成状況・3-4 評価指標の達成状況
3-5 効果の発現状況

4.各視点の評価の結果
4-1 妥当性 :

4-2 有効性 :

.4-3 効率性 :

4-4 印象性 `持続性 :

5。 委託業務の実施における外的要因
5-1 効果の発現を促進した要因
(1)計画の内容に関すること、̀
(2)実施の内容に関すること
5-2 効果の発現を阻害した要因
(1)計画め内容に関すること
(2)実施の内容に関すること

【添付資料】
口業務計画書
口事前評価書・

・中間評価書
《その他、実績や分析などを示す資料を添付。》
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目 「」

原子力饉エネルギー教育支援事業業務評価 評価シート

の メ ′
ヽ
　
ロ

Ｒ
３

コ

妥当性

有効性

効率性

印象性 B持続性

評価委員氏名 :
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原子カロエネルギー教育支援事業業務評価 総合評価シート

委託業務の題目「」

総合評価

評 価 の 視 点 評 価 結 果
【評価委員氏名】_~ 1評価委員氏名】 __【評価委員氏名】 員氏名
原 子  力 学 校 教 育 コミュニケ'―ッ ョン 経 営 ・ 運 営

妥当性

有効性

効率性

印象性 3持続性



別紙様式6

業務評価報告書

1.委託業務の題目

2,委託業務の実施機関

3.委託業務の実績
3-1 委託業務 "経費の実績
3-2 成果目標・評価指標の達成状況
3-3 効果の発現状況

4.各視点の評価の結果
4-1 妥当性 :

4-2 有効性 :

4-3 効率性 :

4-4・ 印象性・持続性 :

5:委託業務の実施における外的要因
5-1 効果の発現を促進した要因
5-2 効果の発現を阻害した要因

6,事後評価の結果 《総合評価 :》

7.。 委託業務の実績に対する意見

8.委託業務の今後のあり方についての意見

【添付資料】
・業務計画書
・事前評価書
・中間評価書
・事後評価書

《その他、実績や分析などを示す資料を添付。》



(別添)

業 務 副‐画 書

I.委託業務の内容

1.委託業務の題目
「原子力に関する副読本等の改訂等」

2.実施機関
住 所  東京都港区芝浦二丁目3番 31号
機関名  長オ団法人日本原子力文化振興財団

3.委託業務の目的
本業務は、最新の状況を踏まえて文部科学省と経済産業省資源エネルギー庁が制作した小学生と

中学生向けの原子力に関する副読本と副教材 (以下『副読本等」という。)の改訂等を実施する。











変 更 委 託 契 約 書

平成23年 4月 1日付けをもつて、支出負担行為担当官文部科学省研究開発局開発企画課長 川端 和明 (以下
「甲」という。)、 支出負担行為担当官資源エネルギー庁長官官房総合政策課長 小宮 義則 (以下「乙」という。)
と財団法人日本原子力文化振興財国理事長 秋元 勇巳 (以下「丙」という。)との間で締結した委託業務題目「原
子力に関する副読本等の改訂」に関する委託契約書について下記のとおり変更する。

1。 第 1条第 2号に規定する業務計画書を別紙のとおり変更する。

第3条に規定する委託費「甲及び乙は、丙に対し、金21,074, 678円 の範囲内において委託費を負‐
■するものとする。その金額のうち甲は、金 10,53フ ,339円 、乙は、金10,537:339円 とす
る。」を「甲は、丙に対し、金36. 999, 081円 の範囲内において委託費を負担するものとし、乙の負
担は金0円 とする。」〔=変更する。

3.第43条に、第6項として、「乙は、本契約にかかる一切の権利を有さず、一切の義務を負わないもの
とする。」を追加する。

上記の契約の証として契約書 3通を作成し、甲、乙及び丙記名押印の上、それぞれ 1通を保有するものとする。

・平成 23年 7月 1日

東京都千代田区霞が関三丁目2番 2号
支出負担行為担当官
文部科学省研究開発局開発企画課長

川端 和

乙 東京都千代田区霞ヶ関―丁目3番 1号
支出負担行為担当官
資源エネルギー庁長官官房総合政策課長

小宮

丙  東京都港区 1号
理事長
秋元 勇

記

、

２

′

甲

財団法人日本




















